



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（４）生涯学習部図書館    
4　
講演会（記載なし）















































ろな面で苦労されている 伺って る 市が経済的にバックアップでき もの あれば考えいく必要がある。事業担当課として考えられるのは、事業 対する補助金や委託料 点 あまた、ＮＰＯの認証を取得するための支援など、組織面での支援も考えるべきであ 。職員 協働に対する認識を高めるための研修も充実する必要がある。
（８）行政側が市民側に追いついていけるように、常



























意識の違い 近年増え続ける委託事業や補助事業と協働との違いが明確にされていない、タテ割 行政もあり、なかなか市民協働が進められない行政側の問題も浮き彫りにされた。その一方で、 「自らの要求だけをし、全体のバランスを理解してくれない」といった市民活
動に対する注文、不満も率直に出された。　
さらに来年度から小金井市の地域情報を発信するコ






























ちで開設されている市民活動センターや市民協働センターをみると、単なる場所提供にとどまり、予算も最少限度に抑えている自治体が少なからず見受けら る。それに関連して、小平市や国分寺市が取り組む「市民提案型事業」の募集にも疑問がある。そういう形で予算化するのは、これまでになかっ ことと評価で るかもしれないが、むしろ見直すべきは従来の行政 在り方が地域の市民の力と知恵を活用する事業のやり方ではなく、従来型の の繰り返し とどまっていることが問題であり、そ あり方こそ 見直 べきではないか。　
市民協働を進めていくにあたって、依然市民に対す
る不安感もしく 不信感も根強 ことである。　
場だけを提供する市民活動センターや「市民提案型
地域と子ども学●第4号89
事業」は「上から与える」という古い行政のお上意識を感じる。　
人類が経験したことがない少子高齢社会を迎えた。
財政的にも、きめ細かいサービスを提供すると う意味からも、従来型の行政手法だけではやっていけない時代を迎えている危機意識を共有することが求められる。　
それは行政だけではなく市民の側にも同じことが言
える。従来型の行政を批判していればすむ、という時代ではない。　
どうすればよりよい市民サービスを提供できるのか。
行政とも手をつなぎ、市民自 汗と力と知恵 出し、協働を進めていく意識を持つことは不可欠なのだという意識改革をどこまでできるのか。　
それが行政にも市民にもつきつけられているのでは
ないだろうか。
